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区` 分 昭和62年 lIj]1日 平成2年 1月1日 ･平成5年 1月1日
公社数 構成比 増加率 公社数 構成比 増加率 公社数 構成比 増加率
都道府県 1,504 31.9 16.0 1,700 31.0 13.0 2,111 31.7 24.2
指定都市 247 5.2 7.4 315 ~ 5.8 27.5 376 5.6 19.4




区 分 単独の地方公共団体出資割合 単独の地方公共団体出資割合 合 計
25%以上 25%未満 (今回付加調査)
都 道府 県 2,111 852 2,963
指 定都 市 376 104 480
市 区町村 4,172 631 4,803
合 計 6,659 1,587 8,246
(出所)自治省資料
図1 地方公社の種類
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関係｣ ｢社会福祉 ･保険医療関係｣ ｢地域 ･都市開発関係｣となっている｡
一方､業務別分類を法人形態別にみると､｢民法法人｣の最も多い業務分野は ｢教育 ･文化関係｣
892公社 (24.0%)である｡次いで多い順にあげると､｢社会福祉 ･保険医療関係｣590公社 (15.9%)､
｢農林水産関係｣ 543公社 (14.6%)､｢その他｣ 393公社 (10.6%)となっている (表2参照)0
ま声､｢商法法人｣の最も多い業務分野をみると､｢観光 ･レジャー関係｣ 354公社 (27.7%)であ
る｡ 次いで､｢農林水産関係｣ 266公社 (20.8%)､｢運輸 ･道路関係｣ 207公社 (16.2%)､｢地域 ･
都市開発関係｣ 156公社 (12.2%)の順となっている (表2参照)0
表2 業務別 ･形態別地方公社数
(全国計)(単独の地方公共団体出資割合25%以上の地方公共)
民 法 法 人 商 法 法 人 . 特 別 法 人 計
財団法人 社団法人 小 計 株式会社 有限会社 小 計 住宅供給公社 地方道路公社 土地開発公社
構成 構成 構成. 構成 構成 構成 構成 構成 構成 構成
比 比 比 比 比 比 比 比 比 比
1地域 .都市開発関係 373 17.7 10 0.5 383 18.2 154 7.3 2 0.1 156 7.4 0 0.0 0 0.01.56374.42.102100.0
2住宅 .都市サービス関係 80 48.5 3 1.8 83 50.3 2615.8 0 0.0 2915.85633.9 0 0.0 0 0.0 165100.0
3紋光 .レジャー関係 257 40.3 26 4.1 283 44.4 34654.3 8 1.3 35455.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 637100.0
4農林水産関係 246 30.4 29736.7 543 67.1 23829.428′3.5 26632.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 809100.0
5商工関係 271 72.3 9 2.4 280 74.7 9124.3 4 1.0 9525.3 0 0.0 0 0.0 ･0 0.0 375100.0
6社会福祉 .保健医療関係 579 97.0 ll 1.8 590 98.8 7 1.2 0 0.0 7 1.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 597100.0
7生活衛生関係 149 74.1 4 2.0 153 76.1 4120.4 7′3.5 4823.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 201100.0
8運輸 .道路関係 53 17.5 2 0.7 55 18.2 19765.010 3.3 20768.3 0 0.04113.5 0 0.0 303100.0
9教育 .文化関係 871 96.0 21 2.3 892 98.3 14 1.5 1 0.1 15 1.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 907100.0
10公害 .自然環境保全関係 67100.0 0 0.0 67100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 67100.0
11その他 381 76.8 12 2.4 393 79.2 10220.6 1 0.2 10320.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 496100.0
うち情報処理関係 6 14.6 4 9.8 10 24.4 3175.6 0 0.0 3175.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 41100.0
うち国際交流関係 100 98.0 0 0.0 100 98.0 2 2.0 0 0.0 2 2.0 0 0.0 0 0.0 0-0.0 102100.0
うちその他 275 77.9 8 2.3 283 80.2 6919.5 1 0.3 7019.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 353100.0















地方公共団体出資割合業務区分 地方公共団体全額出資法人 地方公共団体50%以上100%未満 民間50%以上出資法人 計
(100%) 出資法人
単独共団体出資 複数地方公共団体出資 単独地方公共団体出資 複数地方公共団体出資
1.地域開発 .都市開発関係 1,760 139 1.899 105 27 132 71 2.102
2.住宅 .都市サービス関係 88 24 112 25 ll 36 17 165
3.観光 .レジ ャー関係 195 19 214. 250 26 276 147 637
4.農 林 水 産 関 係 81 18 99 329 112 441 269 809
5.商 工 関 ■ 係 89 18 107 111 78 189 79 375
6.社会福祉 .保健医療関係 210 75 285 134 82 216 96 597
7.生 活 衛 生 関 係 80 44 124 35 ll 46 31 201
8.運 輸 . 道 路 関 係 70 15 85 73 58 131 87 303
9.教 育 .文 化 関 係 608 24 632 160 39 199 76 907
10.公害 .自然環境保全関係 29 3 32 21 4 25 10 67
ll.そ の 他 192 34 226 141 52 193 77 496
(2)単独の地方公共団体出資割合25%未満の地方公社 総 数
地方公共団体出資割合業務区分 地 方 50% 25% 25% 計 全額出発法 地方公共団 地方公共団 計 構成
公 共団 体全 額出 資法 人 以 上～100%未 満出 資 以 上～100%未 満出 資 未 満出 資 人(100%)構成 体50%以上100%未満出資法人構成 体50%未満出資法人構成
(100%)法 人 法 人 法 人 比 比 比 比
1.地域開発 .都市開発関係 2 6 15 77 100 1,901 23.1 138 1.7 163 2.0 2,202 26.8
2.住宅 .都市サービス関係 0 2 4 50 56 112 1.4 38 0.5 71 0.8 221 2.7
3.観光 .レジャー関係 1 3 23 253 280 215 2.6 279 3.4 423 5.1 917 ll.1
4.農 林 水 産 関 係 0 9 56 216 281 99 1.2 450 5.4 541 6.6 1,090 13.2
5.商 工 関 係 1 ■14 34 94 143 108 1.3 203 2.5 207 2.5 518 6.3
6.社会福祉 .保健医療関係 3 10 16 59 88 288 3.5 226 2.7 171 2.1 685 8.3
7.生 活 衛 生 関 係 1 1 3 ll 16 125 1.5 47 0.6 45 0.5 217 2.6
8.運 輸 . 道 路 関 係 1 9 46 85 141 86 1.0 140 1.7 218 2.7 444 5.4
9.教 育 .文 化 関 係 3 2 6 61 72 635 7.7 201 2.4 143 1.7 979 ll.9
10.公害 .自然環境保全関係 2 0 4 7 13 34 0.4 25 0.3 21 0.2 80 0.9
























事業主体?構成 代 表 的 な 代表的な事例と法 人 形 態. 今後設立される可能性の高い事業主体および分野











第4 ･地方公共団体等と住 民 . ･東田法人 ･社団法人 シルバー人材センターなど
･株式会社 ･㈱七日町再開発ビルなど
･そのほか ･そのほか .財団法人 (生きがい事業団など)
セクター ･公益信託 (区画整理事業に伴うまちづくり信託
などのケ-えが想定される
















セクター ･そのほか .財団法人 (公共施設管理財団等)


















損 ･出資されていることになると認められる法人は､民法法人が 16法人､商法法人が 1法人､計 17
法人ある｡
したがって､前述の定義に基づく ｢第3セクター｣は､この地方公社等の総合計 8,246公社等のう
ち､①特別法人である法定三公社 1,660公社と､②単独または複数の地方公共団体が 100%全額出指 ･
出資 している地方公社等の法人 (民法法人 2,124､商法法人 48の合計 2,172法人)の両者 (総計
3,832公社等)を除いた残 りの地方公社等 (商法法人十民法法人-狭義の第3セクター+広義の第3
セクター)である｡この統計データより､全国にある第3セクターの総数は､平成 5年1月1日現在､
地方公社等の総合計 8,246公社等のうち､53.5%にあたる4,414法人あると推定される (表 5参照)0
表5 第3セクターの設立状況
特別法人 民法法人 商法法人 計
地方公社 1,660 3,722 1.277 6,659(単独の地方公共団体の出資割合25%以上)
(うち､100%全額を公共団体が出資している法人) (1,660) (2,108) (47) (3,815)
第台セクター 1,614 1,230 2,844
付加調査地方公社 472 1,115 1,587(単独の担方公共団体の出資割合25%未満)
(うち､100%全額を公共団体が出資している法人) (16) (1) (17)
第3セクター 456 1,114 1,570
合 計 1,660 4,194 2,392 8,246地方公共団体の出資法人の合計





















































































































リゾート名 用地の取得方法 土地 .建物の所有形態 主な資金調達法.モデル事業 運営管理主体
ルネサンス棚倉 (福島県) 民有地/全面買収 棚倉町所有 リー.デイング.プロジェクト､地方債 第3セクター.㈱ルネサンス棚倉
ハ-モニ-ランド(大分県) 公有地 .民有地/ 大分県､㈱ハーモニーラン 開銀NTT無利子融資､都 第 3セクター.㈱ハ｢モ全面買収 ド所有 市公園整備事業 ニーランド
グリーンピア津南(新潟県) 公有地/全面買収 年金福祉事業団所有 大規模年金保養基地構想 (帥年金保養協会
安比総合開発 (岩手県) 国有地/借地 安比総合開発㈱所有 (国有 北東公庫等からの協調融資 第3セクター.安比総合開民有地/全面買収 地は借地) 発㈱
紀伊長島レクリエーション 民有地/全面買収 三重県､紀伊長島レクリ 大規模レクリエーション都 第3セクター .紀伊長島レ
都市 (三重県) エーシヨン都市開発㈱所有 市構想 クリエーション都市開発㈱
石 炭 の 歴 史 村 民有地/全面買収 夕張市､㈱石炭の歴史村観光所有 一般財源､地方債等 第3セクター .㈱石炭の歴史村観光
クアハウス碁店 (山形県) 公有地/全面買収 村山市所有 一般財源､地方債等 ㈲村山市余暇開発公社
クアハウス津南 (新潟県) 公有地/全面買収 津南町所有 地域総合整備事業費､一般財源 (抑津南地域活性化センター
盛岡手づくり村 (岩手県) 民有地/全面買収 ㈲盛岡地域地場産業振興セ 高度化事業資金､県 .市助 (抑盛岡地域地場産業振興センタ-各工房所有 成金 ンタ-
小海リゾートシティ.リエックス (長野痕) 財産区/借地 松原湖高原開発(榊借地 開銀NTT無利子融資 第3セクター .松原湖高原開発㈱
河津 リゾ- ト (静岡県) 財産区 .民有地/借地 河津リゾート㈱借地 銀行借入予定 第3セクター .河津リゾート㈱ 干
青野運動公苑 (兵庫県) 公有地/土地信託 兵庫県所有 土地信託制度 ㈱アオノリゾート
た け ベ の森 (広 島 県) 財産区/全面買収 ㈱西洋環境開発所有 家族旅行制度 第3セクター.吉備高原建部観光(粕





管理運営主体施設整備 公 共 ■ 第3セクター(財団等を含む) 民 間
_.公共事業 (間接経営塾)





事業主体 :第 3セ クター 事業主体 :施設整備個別事業主体
(ジョイントセクター) 運営管理 :第3セクターの一体的な管理
(計画立案-施設整備-管理運営-第3セクター) (計画立案一施設整備-個別事業主体)舞 ､必 共
G.L. 計画立案-施設整備-管理運営-第3セクター (日理 昌一 ク の 体目理)管理運営-第3セクター





















































































1年 6カ月基本計画の策定. 実施 (事業)計画の策定フィー ジピリティ.スタディー 基本設計.-一一一- 実施設計l l l l l l
















などの運営 ･維持管理を主体とした管理 ･保全型｣の第3セクターを設立する場合には ｢社団法人｣

































































付行為の ･日的 ･目的 鹿 立目的と事業内容等)
絶対的 . 商号 し名称 (既存の法人と誤認等のまざらわしい名称
琴 必要的記 ･会社が発行する株式の総数 は好ましくない)
育 載事項 ･額面株式を発行するときは､1珠の ･事務所の所在地
世 -金額 ･資産に関する規定 (資産の構成､管理運用方法､
行為 ･会社の設立時に発行する株式の総 会費等)
数､額面 .無額面の別と数･本店の所在地会社が公告をする方法発起人の氏名および住所 ･理事の任免に関する規定 (理事の選任)
法人の運 (1)規則の変 ･走款の変更は､取締役会､抹主総会 ･寄付行為の変更は､原則として困難なため､-当 寄付行為の変更より
更等 で承認の必要あり 初に寄付行為の変更等の規定を定めておく必要 も定款の変更の方が容
あり 易
(2)代 表 機 ･-業務の執行横関および意思決定機関 ･理事会が法人を代表して業務の執行を行い､理 財団法人の理申会で
関､業務 は､取締役会である 事会の意思決定 多数決によるo従って､必ず 意思の許否が分かれた
営 の執行機 ･抹主は､出資金額の議決権の行使が _Lも最大出えん者の意向が反映されない 場合は､株式会社の株
関と権限 できる ･一般的に理事会の他に評議員が設置されるケ- 主総会のような歯止め
等 スが多い (ー評議員会の権限､横能等を初期の段階で明確化しておくと,よい) がない
質本金と基 (1)財産の範 ･出資された資本金 (現金出資および ･設立時の基本財産として寄付された財産(現金､ 財団法人への出えん
囲 現物出資でもよい) 有価証券等) は､寄付としての性格
･授権資本の4分の1以上の株式の発 ･設立後において基本財産として寄付された財産 が強い
行が必要 ･理事会の決議により､基本財産として組み入れられた財産運用財産等
2 利 資本金は､事業資金として利用 .処 基本財産は､原則 定期預金､有価証券等 産 の基本財産
事業団の出資金は本計画の施設設置 産の預貯金から利息等は､事業資金として利 金として､利用 .処分









































































































































































































単年度黒字転換年 開業後 年目 開業後 年目 開業後 年目
繰越損失解消年 開業後 年目 由業後 年目 開業後 :年目L
債務償還完了年 開業後 年目 開業後 年目 _開業後 年目
内吾阿u益率 (ⅠRR) % % %
(対茸上高比率) ( %) ( %) ( %)-
減価償却費 百万円 百万円 百万円
.支払利息 百万円 百万円 百万円
税引後損益 百万円 百万円 百万円
午冒 (うち運転借入金残高)固定資産簿価(C) ( 百万円) ( 百万円) ( 百万円)























人 件 費物賃 借 料そ の 他-変動質 質用
修 繕 費保 険 料公租公課そ の 他 固′一▲.I
疋辛
金 利 餐本･費減価償却
税 金配 当賞 与 外那疏出
(出所)日本開発銀行資料
表13 損益段階別の対応策)
損益段階 議 題 対 応 策
A ,i ･_事業として推進する必要性 ▼民活形態としては ｢運営委託｣
の再検討 ･利用候証 (売上補てん).人件費負担 (出向)公的施設 土地､建物 無償貸与
黒 ･民間の何らかの協力可能性
B 赤 ･事業規模 (設備投資) ･｢公設民営｣方式再検討 ･地方税等の優遇措置
C 赤 ･資金調達の再検討 ･資本金の増加利子補給､超低利融資
黒 ･投資機会上 して評価
D 赤 ･設備保有形態の再検討 ･リース方式償却方法の変更赤字運転資金の確保
黒 ･事業として十分に成立
















表 14 資金調達の方法とポイン ト
調 達 方 法 ポ イ ン ト









補 助 金 補助金とは､国､県等の制度に基づいた助成金を指すO-般たは助成金の交付にあたって-定規模の設置基準等の摘用フレームがあるので､助成金の導入にあた~つては事業内容との整
合等について十分に留意.していく必要があると





の ル ス ボ ン○ 0であるがTDL.スペ-スワ-ルド等広也言伝効果を有する施設以外には金額的に期待する








































ここでは､毎週日曜日の午後 6時 15分より東北地方向けの番組として放送されているNHKの 『リ
ポートとうはく'93』において､平成 5年 12月5日に､NHK秋田局より､放送された ｢苦悩する第
3セクター ～秋田県秋田市大平山リゾート開発～』と題する､第3セクター事業の経営現況と課題
について放送された事例を中心に､第3セクターの経営診断 ･財務分析を考えてみたい｡
1 NHK秋田局の ｢番組提案｣にみる3セク･リゾニ ト開発への問題提起










































































63年4月である｡ 翌年の平成元年 6月には事業認可され､10月にはNTT無利子貸付金 (Aタイプ)
貸付が決定され､一気に事業化が推進された｡翌年の2年3月には建設工事が着工 し､翌年の3年8
月には第1号の施設としてクア ドー ム ｢ザブ-ン｣が開業した｡


















このような中で､平成 5年 7月には ｢会社の経営診断と再建策｣を依頼していた民間のコンサルタ
ント会社から診断結果を受け取った市は､その経営診断の指摘の厳しさと再建策の見通 しについて市
の考えていた対応とのギャップの大きさに当惑したといわれる｡

































表 16 平成 4年度の第3セクター損益計算書と関係者の対応策
対売り上げ比 コンサルタントの所見 秋田市の対応 会社側の対策 .考え
◎売上高 少なすぎる 営業努力をしても 販売活動を積極的に
4億9,809万円 らつている 実施o販売要員を3人から6人に増員
◎一般管理費 136.2%528 内容のいかんを間わ 圧縮するよう指導 93年度から1,962万6億7,841万円(主な内訳) ず異常通常は25%oウエー してい削減 .円の削減を図るが､5億円前後の固定費は動かせない定休日の実施によ云
◇人件費2億6,300万円 トが高すぎる している て約653万円を削減
◇択売数1億78万円I 20.23% ウエ-トが高すぎる 広告宣伝費を約59万円削減
◇施設費 56.08% ウエ-トが高すぎる 現状の建物の構 定休日と省エネ活動
2億7,933万円 造､機械設備など-によって水道 .光熱
(禁 を苦警費) から､削減は難しいが できる限り削るよう指導する 費を約734万円削減
◎営業利益 -55.59%9105-21 17 現状では利益を出す 何らかの支援を検 現状では収支が黒字
-2億7,689万円◎経常利益 には売り上げ倍増以 討o借入金の肩代 になることは見込め
上の12億円が必要o わりについては損 ないo｢ザ .プ-ン｣
(改善案の一例) 失保証分にするか の集客性を高めるた
-4億5,352万円◎当期未処分 市が同社の借入金を 全額にするか選択 め､展望ギろ付き大
肩代わ りしたうえ 肢はいろいろ012 広間が必要o借入金












































































































































































































































































































































地 方 公 社 単独の地方公共団体出資割合が25%以上の法人 民 法 法 人
商 法 法 人
土地開発公社､地方住宅供給公社､地方道路公社












































































③ 負債 ･自己資本比率 :9対 1､8対2､5対5
㈹ 前掲書｡『ケーススタディ 地域プロジェクトの財務』




(16) 山下茂 ｢第三セクターの現状と課題｣ 『地域開発』平成元年8月号､紛地域間センター
(1カ 前掲書｡『第三セクタービジネス』
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